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事務局職員退職金規程 

 
2019 年 1 月 31 日 第 6 回理事会承認 

 
（目的） 
第１条 本規程は，事務局職員就業規則（規程）（2002）第 44 条に基づき，一般社団法人日本原

子力学会（以下，「本会」という）の事務局職員に対する退職金について定めるものである。 
 
（退職手当の支給基準） 
第２条 退職手当は，職員が退職した場合はその者に，職員が死亡した場合にはその遺族に支給

する。ただし，職員が次の各号の一に該当する場合には退職手当は支給しない。 
（１）勤続 1 年未満の退職 
（２）事務局職員就業規則（規程）（2002）第 63 条第１項第６号（懲戒解雇）に該当するとき 
 
（退職手当の額） 
第３条 職員が定年退職，本会都合退職または死亡した場合においては，定年退職，本会都合退

職または死亡した日における基本給に，別表 1 に定める定年支給率を乗じて得た基本額に別

表 2 に定める調整額の 60 月分を加えた額とする。上記以外の場合は自己都合支給率扱いと

し，基本額に調整額を加えた額とする。調整額は在職中の貢献度を勘案した額であり，退職

前の 60 月の職務級に対応して算出する。なお，勤続 9 年以下の自己都合退職者には調整額は

支給されない，また，勤続 4 年以下の退職者（自己都合退職者以外）および勤続 10 年以上 24
年以下の自己都合退職者は調整額が半額になる。退職手当の 100 円未満の端数があるときは

100 円に切上げる。 
 
（退職慰労金） 
第４条 定年退職者の在職中の勤務成績，本会への業績貢献度等を勘案して，退職慰労金を支給

できるものとし，その金額は理事会において決定する。 
 
（勤続期間の計算） 
第５条 退職手当の算定の基準となる勤続期間の計算は，職員となった日の属する月から退職ま

たは死亡した日の属する月までの年月数による。ただし，休職期間は勤続年数に入れない。 
 
（弔慰金） 
第６条 職員が死亡した場合においては，その者が死亡した日における基本給の 5 月分を弔慰金

としてその遺族に支給する。 
 
（退職金の支給） 

一般社団法人日本原子力学会 



第７条 退職金は法令にもとづき，その退職金から控除すべき金額および職員が本会に債務を負

うときは債務の弁済にあてるべき金額を控除し，その残額を直接本人（死亡の場合はその遺

族)）退職の日から 2 週間以内に支給する。ただし定年の場合は，原則として退職の日に支給

する。 
 
（遺族の範囲および順位） 
第８条 この規程にいう遺族の範囲および順位は労働基準法施行規則第 42 条，第 43 条，第 44

条および第 45 条の規定を準用する。 
 
（退職積立金） 
第９条 本会は毎事業年ごとに，必要額を勘案して積立てる。 
 
（改定） 
第 10 条 本規程の改定は，総務財務委員会が起案し，理事会が決定するものとする。 
 

附則 
１ 昭和 38 年 9 月 16 日 第 54 回理事会制定，昭和 38 年 8 月 25 日施行 
２ 改定履歴 

① 昭和 43 年 3 月 21 日 第 100 回理事会承認 
② 昭和 47 年 2 月 23 日 第 140 回理事会承認 
③ 昭和 50 年 2 月 21 日 第 170 回理事会承認 
④ 平成 9 年 5 月 28 日 第 393 回理事会承認 
⑤ 平成 13 年 10 月 15 日 第 3 回総務財務委員会起案，平成 13 年 10 月 23 日 第 437 回理事

会承認 
⑥ 平成 15 年 3 月 11 日 第 7 回総務財務委員会起案，平成 15 年 4 月 21 日 第 452 回理事会

承認 
⑦ 平成 16 年 9 月 21 日 第 16・2 回総務財務委員会起案，平成 16 年 10 月 26 日 第 467 回

理事会承認 
⑧ 平成 19 年 9 月 12 日 第 19・2 回総務財務委員会起案，平成 19 年 9 月 19 日 第 490 回理

事会承認 
⑨ 規約を内規に変更 平成 25 年 3 月 22 日 第 7 回総務財務委員会起案，平成 25 年 3 月 22

日 第 7 回理事会承認 
⑩ 平成 27 年 2 月 19 日 第 7 回総務財務委員会承認，平成 27 年 3 月 18 日 第 7 回理事会報

告 
⑪ 内規を規程に変更 平成 28 年 3 月 17 日 第 9 回総務財務委員会起案，平成 28 年 3 月 22

日 第 7 回理事会承認 
⑫ 2019 年 1 月 24 日 第 6 回総務財務委員会起案，2019 年 1 月 31 日 第 6 回理事会承認 

 
附則 



１ 平成 25 年 3 月 22 日改定の内規は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。ただし，別表 1（国

家公務員退職金支給制度準拠）の施行は理事会承認日とする。 
２ 平成 27 年 2 月 19 日改定の内規は，総務財務委員会承認の日から施行する。 
３ 平成 28 年 3 月 22 日改定の規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
４ 2019 年 1 月 31 日改定の規程は，2019 年 4 月 1 日から施行する。 



別表 1 退職手当支給率 

勤続 
年数 

退職手当支給率表 勤続 
年数 

退職手当支給率表 

定年 自己都合 定年 自己都合 

1 
2 
3 
4 
5 

1.0 
2.0 
3.0 
4.0 
5.0 

0.6 
1.2 
1.8 
2.4 
3.0 

26 
27 
28 
29 
30 

43.212 
45.084 
46.956 
48.828 
50.7 

35.1 
36.7 
38.3 
39.9 
41.5 

6 
7 
8 
9 
10 

6.0 
7.0 
8.0 
9.0 

10.0 

3.6 
4.2 
4.8 
5.4 
6.0 

31 
32 
33 
34 
35 

52.572 
54.444 
56.316 
58.188 
59.28 

42.7 
43.9 
45.1 
46.3 
47.5 

11 
12 
13 
14 
15 

13.875 
15.25 
16.625 
18.0 
19.375 

8.88 
9.76 

10.64 
11.52 
12.4 

36 
37 
38 
39 
40 

59.28 
59.28 
59.28 
59.28 
59.28 

48.7 
49.9 
51.1 
52.3 
53.5 

16 
17 
18 
19 
20 

21.375 
23.375 
25.375 
27.375 
30.55 

15.39 
16.83 
18.27 
19.71 
23.5 

41 
42 
43 
44 
45 

59.28 
59.28 
59.28 
59.28 
59.28 

54.7 
55.9 
57.1 
58.3 
59.28 

21 
22 
23 
24 
25 

32.63 
34.71 
36.79 
38.87 
41.34 

25.5 
27.5 
29.5 
31.5 
33.5 

 
 
別表 2 調整額 

区分 等級 調整月額（円） 年額（万円） 
区分 1 5 級 16,750 20 
区分 2 6 級 20,850 25 
区分 3 7 級 25,000 30 
区分 4 8 級 33,350 40 

 


